
介護保険特別会計

　

上図は保険給付費のうち代表的な居宅給付費の
介護費用の負担割合を表したもの
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（第1号被保険者）の保険料

40歳から64歳までの方
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（公費50％） （保険料50％）

サービス提供事業者

(指定介護事業者)

市民

（被保険者）

一般会計繰入金

市

市税（一般会計）

　被保険者数及び要介護認定者数（総数） （単位　人）

区　　分
令和4年度
（2022）

令和3年度
（2021）

増△減

第1号被保険者数 154,302 153,200 1,102
要介護認定者数（総数） 32,044 29,789 2,255
10月1日現在（令和4年度（2022年度）は予算上の見込人数）

利用料 1割
（一定以上所得者のサービス

利用の場合は2割又は3割）

介護報酬 9割
（一定以上所得者のサービス

利用の場合は8割又は7割）

　保険料収入額及び収入率の推移

区　　分
平成30年度
（2018）決算

令和元年度
（2019）決算

令和2年度
（2020）決算

令和3年度
（2021）予算

令和4年度
（2022）予算

収入額（億円） 96.3 97.4 98.7 101.2 103.9
収 入 率 （ ％ ） 96.6 96.9 97.3 96.9 97.0

　一般会計繰入金の推移 （単位　億円）

区　　分
平成30年度
（2018）決算

令和元年度
（2019）決算

令和2年度
（2020）決算

令和3年度
（2021）予算

令和4年度
（2022）予算

一般会計繰入金 59.7 61.7 62.8 72.2 74.6
う ち 一 般 財 源 59.1 61.1 62.2 67.8 70.3
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　歳入 （単位　千円）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

2.7

増減率（％）
令 和 3 年 度
（ 2021 ）

令 和 4 年 度
（ 2022 ）

増△減

274,543

0.0

5,149 5,409 △ 4.8

6,592,041 6,282,729 4.9

12,159,675 11,508,369 5.7

0

596,237

651,306

309,312

34 34

5.3

1 1 0.00

△ 260

2,345,874

6.6

繰 入 金

△ 43.7

7,968,551 7,451,746 6.9

2,664 4,733 △ 2,069

9,643,288

516,805

款

9,047,051

10,392,657 10,118,114

計

保 険 料

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

支 払 基 金 交 付 金

都 支 出 金

財 産 収 入

繰 越 金

諸 収 入

46,764,060 44,418,186

　歳出 （単位　千円）

1

2

3

4

5

6

6,357,143

計

地 域 支 援
事 業 費

1,764,840 1,778,262

4,733

諸 支 出 金

46,764,060

予 備 費 5,000 5,000

2,345,874 10,392,6575.3

2,433,426 9,833,074

令和4年度
（ 2022 ）

款

△ 67,4951,278,9521,211,457総 務 費

令 和 4 年 度 （ 2022 ） 予 算 額 の 財 源 内 訳

保 険 料

増 減 率
（ ％ ）

△ 5.3 2

8,993,962

△ 13,422

5.9

△ 0.8 313,054 562,621

0

12,672,428

令和3年度
（ 2021 ） 国 庫

支 出 金
都 支 出 金

一 般 会 計
繰 入 金

そ の 他

1

9,643,288 6,592,041

増△減

1,210,119 1,335

7,463,64644,418,186

5,0000.0

13,447

419,371

346,679 351,245 △ 4,566 246,529△ 1.3 86,703

6,013,630 12,235,611

234,897234,897

基金積立金 2,664 △ 2,069 △ 43.7 2,664

保険給付費 43,433,420 40,999,994
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　被保険者数等の推移 （単位　人）

平成30年度
（2018）

令和元年度
（2019）

令和2年度
（2020）

令和3年度
（2021）

令和4年度
（2022）

147,828 149,832 151,768 153,200 154,302

前期　65～74歳 75,629 74,391 74,177 74,335 70,278

後期　75歳以上 72,199 75,441 77,591 78,865 84,024

18.3％ 18.6％ 18.7％ 19.1％ 20.4％

26,998 27,937 28,434 29,189 31,445

580 611 587 600 599

27,578 28,548 29,021 29,789 32,044

※　人数は各年10月1日現在（令和4年度（2022年度）は予算上の見込人数）

　保険給付費の推移 （単位　千円）

平成30年度
（2018）決算

令和元年度
（2019）決算

令和2年度
（2020）決算

令和3年度
（2021）予算

令和4年度
（2022）予算

保険給付費計 36,435,532 37,421,495 38,231,926 40,999,994 43,433,420

居宅サービス給付費 15,239,066 15,319,873 15,639,102 16,806,704 18,220,449

地域密着型サービス給付費 4,407,840 4,582,039 4,640,678 5,176,048 5,823,644

施設サービス給付費 12,376,738 12,927,197 13,183,451 14,228,173 14,378,752

居宅サービス計画給付費 1,974,411 2,054,649 2,141,155 2,237,982 2,413,362

福祉用具購入費 62,856 58,190 64,740 69,896 77,134

住宅改修費 196,858 161,375 161,867 179,549 184,287

高額介護サービス費 1,008,144 1,114,873 1,169,563 1,166,629 1,227,406

高額医療合算介護サービス費 90,203 139,187 146,560 157,870 168,132

特定入所者介護サービス費 1,042,841 1,025,498 1,045,145 934,221 895,143

審査支払手数料 36,575 38,614 39,665 42,922 45,111

区　　　分

第１号被保険者数    （Ａ）

区　　　分

内
訳

要介護認定率　　　　(Ｂ/Ａ)

要介護認定者数（第１号被保険者）（Ｂ）

要介護認定者数（第２号被保険者）

要介護認定者数　（総数）

　保険給付費等の負担割合 （単位　％）

国庫負担金
調整交付金
(国)  ※

(施設等給付費を除く) 20.0 5.0 12.5 12.5 27.0 23.0

(施設等給付費) 15.0 5.0 17.5 12.5 27.0 23.0

※　国は、本来負担分の5％を使って保険料格差を是正している。本市への交付金は2.84％を見込んでいる。

保険料
(65歳以上の
方の保険料)

国庫支出金

－

12.5

区　　　分 都支出金 市負担金
支払基金交付金
（40～64歳の方
の保険料）

12.5 27.020.0

38.5

5.0

23.0

23.0

－

保険給付費

19.25 19.25
(介護予防・日常生活支援総合事業以外)

(介護予防・日常生活支援総合事業)

地域支援事業費

地域支援事業費
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歳　入

1　保険料

10,392,657 第1号被保険者保険料 対象者数　154,302人

保険料基準月額　5,750円

前 (10,118,114) 第8期介護保険事業計画に基づく保険料

比 <274,543>

　

　

　

計　上　額

（単位　千円）

説　　　　　　　　　　明

・生活保護受給者
・老齢福祉年金の受給者で世帯全員が市民税非課税者
・世帯全員が市民税非課税者で本人の課税年金収入額
　と合計所得金額の合算額が80万円以下

第1段階 0.30
20,700
（1,725）

・世帯全員が市民税非課税者で本人の課税年金収入
　額と合計所得金額の合算額が120万円以下

第2段階 0.50
34,500
(2,875)

・世帯全員が市民税非課税者で第2段階以外 第3段階 0.70
48,300
(4,025)

・世帯に市民税課税者がいる場合で本人の課税年金
　収入額と合計所得金額の合算額が80万円以下

第4段階 0.90
62,100
(5,175)

・世帯に市民税課税者がいる場合で、第4段階以外 第5段階 1.00
69,000
(5,750)

120万円未満 第6段階 1.15
79,400
(6,617)

120万円以上210万円未満 第7段階 1.30
89,700
(7,475)

210万円以上320万円未満 第8段階 1.45
100,100
(8,342)

320万円以上400万円未満 第9段階 1.60
110,400
(9,200)

400万円以上500万円未満 第10段階 1.75
120,800
(10,067)

500万円以上600万円未満 第11段階 1.90
131,100
(10,925)

600万円以上800万円未満 第12段階 2.05
141,500
(11,792)

800万円以上1,000万円未満 第13段階 2.20
151,800
(12,650)

1,000万円以上1,500万円未満 第14段階 2.45
169,100
(14,092)

1,500万円以上2,000万円未満 第15段階 2.70
186,300
(15,525)

2,000万円以上 第16段階 2.90
200,100
（16,675）

本
人
が
市
民
税
非
課
税

本
人
が
市
民
税
課
税
（
合
計
所
得
金
額
）

第8期介護保険料（令和3～5年度（2021～2023））

対象者
所得段階
区　　分

保険料基準額
に対する割合

年額（月額）
単位：円

調定見込額 収入見込額 収入率（％） 調定見込額 収入見込額 収入率（％）

10,477,528 10,347,419 98.8 10,190,644 10,070,769 98.8

特別徴収保険料現年度分 9,513,759 9,513,759 100.0 9,302,683 9,302,683 100.0

普通徴収保険料現年度分 963,769 833,660 86.5 887,961 768,086 86.5

238,098 45,238 19.0 249,184 47,345 19.0

普通徴収保険料滞納繰越分 238,098 45,238 19.0 249,184 47,345 19.0

10,715,626 10,392,657 97.0 10,439,828 10,118,114 96.9

　　滞　納　繰　越　分

区　　分

令和4年度
（2022）

令和3年度
（2021）

　　現　年　度　分

計
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計　上　額 説　　　　　　　　　　明

3　国庫支出金

9,643,288 国庫負担金

前 (9,047,051) 介護給付費負担金 7,758,717 (7,278,546)

比 <596,237> 保険給付費（施設等給付費を除く）の20/100

保険給付費（施設等給付費）の15/100

国庫補助金

調整交付金 1,279,403 (1,183,891)

保険給付費及び介護予防・日常生活支援総合事業費の2.84/100

地域支援事業交付金（介護予防・日常生活支援総合事業）

310,522 (314,130)

介護予防・日常生活支援総合事業費の20/100

地域支援事業交付金（介護予防・日常生活支援総合事業以外）

81,643 (79,894)

包括的支援事業・任意事業費の38.5/100

保険者機能強化推進交付金　 100,665 (91,436)

高齢者の自立支援・重度化防止等に向けた基本的な取組についての

客観的評価に基づき交付

介護保険保険者努力支援交付金　 112,338 (92,154)

高齢者の自立支援・重度化防止等に向けた重要な取組についての

客観的評価に基づき交付

4　支払基金交付金

12,159,675 介護給付費交付金 11,727,023 (11,069,998)

保険給付費の27/100

前 (11,508,369)

比 <651,306> 地域支援事業支援交付金 432,652 (438,371)

介護予防・日常生活支援総合事業費の27/100

5　都支出金

6,592,041 都負担金

前 (6,282,729) 介護給付費都負担金 6,357,144 (6,046,451)

比 <309,312> 保険給付費（施設等給付費を除く）の12.5/100

保険給付費（施設等給付費）の17.5/100
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計　上　額 説　　　　　　　　　　明

都補助金

地域支援事業交付金（介護予防・日常生活支援総合事業）

194,076 (196,331)

　 介護予防・日常生活支援総合事業費の12.5/100

地域支援事業交付金（介護予防・日常生活支援総合事業以外）

40,821 (39,947)

包括的支援事業・任意事業費の19.25/100

6　財産収入

2,664 介護給付費準備基金利子収入 2,664 (4,733)

前 (4,733)

比 <△2,069>

7　繰入金

7,968,551 一般会計繰入金

前 (7,451,746) 介護給付費繰入金 5,429,177 (5,124,998)

比 <516,805> 保険給付費の12.5/100

地域支援事業繰入金（介護予防・日常生活支援総合事業）

194,076 (196,331)

介護予防・日常生活支援総合事業費の12.5/100

地域支援事業繰入金（介護予防・日常生活支援総合事業以外）

40,821 (39,947)

包括的支援事業・任意事業費の19.25/100

低所得者保険料軽減繰入金 584,453 (582,772)

国庫負担分（1/2）

都負担分（1/4）

市負担分（1/4）

職員給与費等繰入金 538,412 (577,003)

事務費等繰入金 676,707 (698,611)

介護給付費準備基金繰入金

介護給付費準備基金繰入金 504,905 (232,084)

292,226

146,113

146,114

(291,386)

(145,693)

(145,693)
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歳　出 （単位　千円）

1 介護予防・生活支援事業（訪問事業）
第1号訪問事業（従来型※・Ａ型）
第1号訪問事業（Ｂ型）
第1号訪問事業（Ｃ型）

2 介護予防・生活支援事業（通所事業）
第1号通所事業（従来型※）
第1号通所事業（Ｃ型）

※　従来の介護保険給付サービスと同等のサービス

　要介護（要支援）と認定された被保険者に対し、保険給付を行う。
　本年度は、介護職員の報酬に係る処遇改善を実施する。

312,561

955,486

276,617
19,390
16,554

894,232
61,254

　高齢者の自立した日常生活の継続を地域全体で支えるため、介護事業者のほか、ＮＰＯ
法人や住民主体による助け合い等の地域における多様な活動による介護予防・生活支援
サービスの提供を行う。また、介護従事者としての心得等に関する研修を行うことで、介
護職の就労・定着につなげるとともに、地域の助け合い活動の担い手充実と育成を図るた
め、講座を開催する。

424,634 183,939 183,939

317,929
令和2年度決算
（2020）

1,177,281 201,719 363,338 147,147 147,148

3 1 1

一般会計繰入金 その他

予算

令和4年度
（2022） 1,444,773 241,600 451,892 180,596 180,596 390,089

397,309

対前年 △ 26,740 △ 40,092 27,258 △ 3,343 △ 3,343 △ 7,220

令和3年度
（2021） 1,471,513 281,692

事 務 事 業 名 介護予防・生活支援サービス 説明書ページ 459～461

事業費 保険料 国庫支出金 都支出金

基本計画 2 施策番号 13
福祉部高齢者いきいき課・
高齢者福祉課・介護保険課

総合戦略 － 予算科目

令和2年度決算
（2020）

38,231,926 9,370,885 8,036,423 5,639,198 4,855,648 10,329,772

対前年 2,433,426 312,154 575,207 310,693 305,860

6,046,450 5,707,770 11,306,099

その他

予算

令和4年度
（2022） 43,433,420 9,833,074 8,993,962 6,357,143 6,013,630 12,235,611

令和3年度
（2021）

事業費 保険料 国庫支出金 都支出金 一般会計繰入金

929,512

40,999,994 9,520,920 8,418,755

予算科目 2
1
2

1
1

福祉部介護保険課

事 務 事 業 名 保険給付費 説明書ページ 457～459

基本計画 2 施策番号
10
13

総合戦略 －

　保険給付費の内訳

要介護認定者数（総数） 32,044 人 29,789 人 2,255 人

介護サービス等諸費 40,280,431 千円 37,943,207 千円 2,337,224 千円

介護予防サービス等諸費 817,197 755,145 62,052

高額介護サービス等費 1,227,406 1,166,629 60,777

高額医療合算介護サービス等費 168,132 157,870 10,262

特定入所者介護サービス等費 895,143 934,221 △ 39,078

審査支払手数料 45,111 42,922 2,189

43,433,420 40,999,994 2,433,426

※　10月1日現在（令和4年度（2022年度）は予算上の見込人数）

計

区　　　　分
令和4年度
（2022）

令和3年度
（2021）

増△減

※
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1 介護予防把握事業
認知症地域支援事業委託料

2 介護予防普及啓発事業
講座講師等謝礼
フレイル予防教室・講座、理学療法士による健康相談等

健康づくり、介護予防講座等業務委託料
運動器機能向上プログラム、口腔機能向上教室、認知症サポーター養成講座等

1 在宅医療・介護連携推進事業
在宅医療相談窓口運営委託料
対象者 在宅医療を希望する方やその家族、在宅医療に関わる医療・介護等関係者

2 認知症施策推進事業
認知症地域支援活動推進員報酬等　1人
認知症地域支援事業委託料

認知症家族サロン運営補助金

　介護予防を推進するため、高齢者を対象とした介護予防に関する知識の普及・啓発を実
施する。また、高齢者自身の状態を客観的に把握する「基本チェックリスト」を活用し、
介護予防・生活支援サービス事業の利用対象となる「事業対象者」の認定を行うほか、各
高齢者あんしん相談センターに認知症地域支援推進員を配置し、介護予防が必要な状況等
の実態把握を行う。

10,010

4,147
73,500
9,338

基本計画 2 施策番号 13 総合戦略 － 予算科目 3 1 1
福祉部高齢者いきいき課・高齢者福祉課、医療保
険部大横・東浅川・南大沢保健福祉センター

事 務 事 業 名 一般介護予防 説明書ページ 461

事業費 保険料 国庫支出金 都支出金 一般会計繰入金 その他

予算

令和4年度
（2022） 107,841 22,678 29,086 13,480 13,480 29,117

令和3年度
（2021） 99,141 22,259 25,330 12,392 12,392 26,768

対前年 8,700 419 3,756 1,088 1,088 2,349

令和2年度決算
（2020）

70,720 14,725 19,220 8,840 8,840 19,095

1
福祉部高齢者福祉課・介護保険課、

医療保険部地域医療政策課

52,500

660

31,269

基本計画 2 施策番号 13 総合戦略 － 予算科目 3 1

事 務 事 業 名 包括的支援事業 説明書ページ 461

事業費 保険料 国庫支出金 都支出金 一般会計繰入金 その他

予算

令和4年度
（2022） 102,246 23,505 39,341 19,670 19,670 60

令和3年度
（2021） 101,720 23,394 39,162 19,582 19,582 0

対前年 526 111 179 88 88 60

　在宅医療を希望する方の相談窓口となる在宅医療相談窓口を運営するほか、認知症の方
やその家族が安心して暮らせるよう地域や専門職による支援を実施する。

10,010

91,850

52,981

54,860

令和2年度決算
（2020）

975,429 122,435 477,454 187,770 187,770 0

介護特会 215


